
火山活動と
行政に求められる防災対応

京都大学防災研究所火山活動研究センター

井口正人

火山防災に係る研修会
2023/2/13



• 噴火活動は停止

• 堆積した噴出物による土砂移動
は依然として継続

• 火山活動は静穏

• 浸食の土砂生産によって生じる
土砂移動が時々発生

• 噴火活動と土砂移動同時進行

• 堆積噴出物による土砂移動

• 火山性地震の活発化や地盤の
隆起・膨張など

• 噴火様式や噴出物量の予測

前駆活
動期

噴火活
動期

後噴火
活動期

静穏期

現在を含む桜島噴火（1955年～現在）
雲仙普賢岳噴火（1991年～1995年）

現在の焼岳
1962年焼岳噴火

穂高砂防観測所設置

土石流ポテンシャルに
よる土砂移動評価



火山活動の推移と災害発生

火山活動
（地震・地盤変動）

噴出率

土砂移動率

静穏期 前駆期 噴火期 後噴火期

極めて長い 噴火規模と様式に
依存

噴火規模に依存重大な局面は短い

将来想定される

火山噴火への災害
対策

規模・様式予測
噴火警報 ・避難
土砂災害予測

噴火推移予測
噴火警報 ・避難
土砂災害警報・避難

土砂災害対策に
集中

様々な噴火シナリ
オとハザードマップ

噴出率モデル（シ
ナリオ）の選択

ハザードリアルタイ
ム評価

従来型土砂災害
対策

火山現象から
災害を予測 状況の即時把握



活動火山対策特別措置法の改正（2015年）
○ 明瞭な前兆がなく突如噴火する場合もあり、住民、登山者等様々な者に対する迅速な情
報提供・避難等が必要（御嶽山噴火の教訓）
○ 火山現象は多様で、かつ、火山ごとの個別性（地形や噴火履歴等）を考慮した対応が必
要なため、火山ごとに、様々な主体が連携し、専門的知見を取り入れた対策の検討が必要

火山噴火はこの部分が特に怪しいことに留意



考慮すべきマグマの性質

圧力低下により
発泡開始

高圧下ではマグマには
火山ガスが溶けている コーラの蓋を空けるのと似ている

気体の溶解度は圧
力の低下とともに
減少

深部

浅部

高圧

低圧

マ
グ
マ
の
上
昇

マグマヘッド

粘性流体
高温（1000℃以上）
揮発性成分を含む

可動性が高い



火山活動：マグマの貫入過程

地盤変動
火山体膨張 収縮

火山性地震
火山性微動火山構造性地震

噴火（マグマの放出）前駆過程（マグマの貫入）

火山ガス

地熱異常

低周波
地震

岩石の破壊強度

破壊の開始

発泡の開始

応
力

時間



非破壊性マグマ貫入から破壊性貫入へ

破壊強度

地震性地盤変動

非地震性地盤変動

時間

弾性変形

1）弾性変形（応力とひずみが線形関
係）のプロセス・・・地震は発生しない
2）差応力が破壊強度を超える→せん
断破壊→応力降下、みかけのひずみ
量増加
3）応力の増加と破壊の繰り返し（地盤
変動と連動した地震活動）

応力降下量

差応力とひずみの関係の概念図
(Mogi, 2007）



A型地震

爆発地震

B型地震

縦波 横波

火山性地震は2種類ある
火山構造性地震・・・岩石の破壊
低周波地震・・・流体の動き（体積
変化を伴う）

BH型

BL型

火山構造性地震

マグマの貫入

張力場

低周波地震 圧力低下に
よる発泡

低周波地震

火山構造性地震

火山性地震とマグマ貫入・発泡



噴火警戒レベルと警戒を要する範囲との関係

噴火ハザード
• レベル判定に考慮されるハザード

• 岩塊（弾道を描いてい飛散する大き
な噴石）

• 火砕流

• 溶岩流

• 判定に考慮されないハザード
• 火山灰、レキ

• 火山ガス

• 津波

• 土石流

• 地震

• 山体崩壊、地盤変動

警戒を要する範囲

• 警戒範囲1㎞→レベル2
• 警戒範囲2㎞→レベル3
• 警戒範囲2.5㎞→レベル3
• 警戒範囲3㎞→レベル5
• 警戒範囲3.5㎞→レベル5
• 警戒範囲5㎞→レベル5
• 警戒範囲7㎞→レベル5
• 警戒範囲10㎞→レベル5
• 警戒範囲20㎞→レベル5

居
住
区
域

噴火後の噴火警戒レベル5では、警戒

を要する範囲は噴火の影響範囲に依
存して拡張されることに注意

「噴火警戒レベル」は警戒度の高さを表すわけではない。警戒を要す範囲の広さを示す。
警戒範囲の広さは防災対応の複雑さを意味する。
「噴火警戒レベル」→「防災対応レベル」

非
居
住
区
域



噴火警戒レベルの判定基準
気象庁のホームページで公開
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/keikailevelkijunn.html

基本的な考え方

噴火発生前の異常現象を
検知した場合
噴火発生前の異常現象を
検知した場合

噴火が発生した場合噴火が発生した場合

噴火に伴う①大きな噴石、②火砕流、③溶岩流の到達範囲
によって噴火警戒レベルと警戒を要する範囲を決定

事前対応
（登山規制、避難など）

事後災害対応
（登山規制、避難など）

火山性地震の規模と発生頻度、地盤変動、火山ガスの放出量な
ど、異常現象の強度に応じて噴火警戒レベルが決められる。
警戒を要する範囲は、事前に地元自治体等と協議（火山防災協
議会で協議・決定）



桜島の噴火警戒レベル５の判定基準
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level_kijunn/506_level
_kijunn.pdf



噴火活動と噴火警戒レベルの推移
（九州地区）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

阿蘇

霧島

桜島

薩摩硫黄島

口永良部島

諏訪之瀬島

5

2
3
4
5

噴火警戒レベル

噴火

噴火繰返し

噴火繰返し

噴火繰返し

噴火激化

噴火激化 噴火激化

1

5

九州には活動的な火山が多い。桜島、諏訪之瀬島は常にレベル2以上
レベル4，5が発表された火山は口永良部島、桜島のみ

4

4



過去の噴火警戒レベル４，５（特別警報）と
防災対応事例

① ２０１５年５月２９日 口永良部島噴火（レベル５）
• 新岳噴火、火砕流発生、全島避難
• 事前対応ができたが、事後対応になってしまった事例

② ２０１５年８月１５日 桜島群発地震（レベル４）
• 急速な山体膨張を伴う群発地震、３集落避難
• 事前対応を実施した事例

③ ２０１８年８月１５日 口永良部島地震（レベル４）
• 比較的規模の大きい火山性地震発生、前田集落避難
• 事前対応を実施した事例

④ ２０２２年７月２４日 桜島爆発（レベル５）
• 南岳爆発、火山岩塊が2.4㎞を超えて飛散、 ２集落避難
• 事後対応（事前対応は現在の技術では不可能）



①2015年5月29日口永良部島噴火

新岳火口

産業技術総合研究所 (2015)

1km

2km

噴煙高度10㎞.火砕流は向江浜に到達
噴火開始後，警戒レベル5に．

気象庁監視カメラ 8倍速で再生

監視カメラ

2014年噴火時の反省（それまでの訓練は
役に立たなかった）

住民は2014年噴火で避難の実戦を経験
自ら避難計画を考えた．

全島避難そのもののオペレーションは成功
した．住民137名が全員無事避難（住民118
名、観光客など19名）



2015年5月23日（土）
8：00 有感地震発生（震度３）
16:00 ・口永良部島火山防災連絡会（県・町・

専門家・気象台・自衛隊・海上保安庁）
・住民説明会（町・気象庁）

2015年5月29日（金）
9：59 新岳噴火

10：07   気象庁：噴火警戒レベル3→5
10：07 災害対策本部設置（県、町）
10：20 町、全島に対し避難指示発令
10：30 県の防災ヘリ出動
10：40 県が自衛隊に災害派遣要請
14：38 町営船が口永良部島本村港に入港
15：45 町営船が口永良部島本村港を出港
15：50 ヘリが口永良部島湯向地区住民救出
16：30 政府現地連絡調整室設置
17：30 町営船が屋久島宮之浦港着
20：00 口永良部島火山防災連絡会

応急仮設住宅（屋久島）

屋久島町営船フェリー「太陽」400トン

2015年噴火発生前後の動き
前兆現象が最も顕著となっ
たこの時点で対応すべきで

はなかったか



口永良部島2015年噴火の前駆活動
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Seismic station changed

火映
2015年3月24日

距離

20,132m

距離の短縮（火山の膨張）

二酸化硫黄ガス放出率

警戒レベル1
3

5

口永良部島

屋久島

2014年8月3日、噴火発生、発生後レベル3
2014年11月末以降，火山活動活発化（山体膨張，火山ガス増加➡地震活動、火映）
2015年5月23日に有感地震（過去の噴火では地震発生後，噴火発生）
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火山活動活発化

気象庁高感度カメラ



➁桜島2015年8月15日火山性地震群発

11時から12時までの地震記録（15日に有感地震は4回発生）

朝7時ごろから地震発生



8月15日の地盤変動

ひずみ計火口方向

ひずみ計直交方向

ひずみ計火口方向

ひずみ計直交方向

100 nano strain

10,000 nano strain

普通の爆発に伴う地盤変動

300倍大きい
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300万m3のマグマ貫入 （山頂噴火活動期で
は記録されていないレベル）



警戒範囲の拡大（レベル4）

昭和火口

2km

火砕流

昭和火口より半径2km

2015年8月
警戒範囲拡大

2006年6月
警戒範囲拡大

10：15 気象庁がレベル4（警戒範囲

3km）発表

10：45 鹿児島市災害警戒本部設置

11：15 災害対策本部設置

11：30 避難所開設

11：45 3集落に避難準備情報発令

13：00 国・県関係省庁会議

16：50 3集落に避難勧告発令

18：10 避難完了（77名）

立入り禁止区域
南岳より半径2km

古里町
有村町

黒神町

避難所

避難所

気象庁の警報よりも上のレベ
ルの対応をした。
・ 避難勧告発令（この当時は、
レベル4＝避難準備情報発令
でよかった時代）
・ 警戒範囲3km外の黒神町
にも避難勧告

鹿児島市の防災対応



➃桜島2022年7月24日噴火

噴火の映像（4.4㎞離れた黒神から撮影）
噴石の到達距離約2.5㎞（気象庁発表）
緑色のレーザー光線は火山灰を検知する観測で、レーザー光線で爆発させているわけでも、爆発を
レーザー光線で迎撃しているわけでもないのでご注意ください。



南岳爆発期の火山岩塊の集落への落下

1km 2km 3km

1983年8月2日ハルタ山

1986年11月23日古里温泉

1984年7月21日有村

桜島

南岳

2020年6月4日東桜島

2022/7/24（気象庁推定位置）
被害なし

1955年以降、到達距離2.5km以遠の爆発が
20回発生



2022年7月24日の噴火後の情報発出
時刻 情報の種類 情報の内容 情報の提供範囲

20:05 爆発発生

20:10 噴火に関する火
山観測報第1報

爆発、有色噴煙：火口上300mで雲入り

20:22 噴火速報 桜島で噴火が発生 レベルが引上げられる噴火が発生
全国に情報が流れる

20:50 噴火警報（居住
地域）

噴火警戒レベル5、避難
火口から3㎞以内の居住地域では大き
な噴石に厳重な警戒

全国に情報が流れる
（気象庁本庁から情報発出）

エリアメール※ 噴火警戒レベル5、避難、特別警報

被害が予想される居住地域ではただち
に避難してください。

対象鹿児島市
（火口から3㎞以内の居住地域以
外にもエリアメールは流れる）

21:09 噴火に関する火
山観測報第2報

弾道を描いて飛散する大きな噴石2合
目（火口より2000から2700m）

22:20 避難指示
【鹿児島市】

火口から3㎞以内の有村町、古里町の

一部に避難指示を発令。ただちに避難
してください。

エリアメール 対象鹿児島市

※2022年12月26日に廃止



噴火対応の問題点

① 火山岩塊落下地点決定の妥当性の検証

② 気象庁が噴火警報レベル５発表までに４５分要した（警報発表の遅れ）。

③ 特別警報速報メール（エリアメール）の不完全な情報（警戒を要する範

囲の指定なし）は警戒を要する範囲外にも通報➡情報の混乱

④ 噴火警戒レベルによる火山活動認識、警戒を要する範囲の誤解（警戒

を要する範囲の重要性）

⑤ 鹿児島市が避難指示を発令するまでにさらに１時間３０分を要した。

⑥ 気象と火山の特別警報速報メールは廃止（2022年12月26日）➡新たな

速報的情報伝達の仕組みが求められる。



まとめ

•正確な火山活動の現状把握
• 2015年口永良部島噴火の異常現象
• 2022年桜島噴火の噴石の落下位置

•現状分析に基づく先を読んだ防災対応
• 2015年桜島群発地震
• 2015年口永良部島噴火でもできたはず

•迅速な意思決定

•実戦的な避難訓練
• やはり、経験に勝るものはない
• 避難訓練＜避難の経験＜噴火による避難の経験

気象庁の発表する火山噴火の警報、情報は重視すべきであるが、
それだけでは不十分
行政自らが考える力が必要


